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	█中期経営ビジョンを受けての	
FISCOアナリストコメント

・�石油・関東不動産を収益源の基盤とし、そこから得た資金を需要急増中の関西・シニア向けへ集中投下。
日本の人口動態を的確に捉えた、合理的かつ大胆な戦略転換と評価できる。

・�認知症診断アプリや物販を高齢者施設へ導入する「不動産×ヘルスケア」モデルを推進。物件の付加価
値向上と物販収益を両立させる独自の経済圏は、他社との強力な差別化要因になり得る。

・�自主性尊重型のM&Aにより、統合摩擦を抑えつつ非連続な成長を狙う。10億円規模の投資枠を見据え
た PEファンド流のアプローチは、将来的な業績の上積みに対する期待値を高めている。

・�2028 年 3月期の売上・時価総額 100 億円、ROE17％という目標は非常に意欲的。持株会社化によるガ
バナンス強化と財務基盤の活用を掲げており、高い成長曲線の具現化に向けた実行力が問われる。

・�累進配当の導入や今期増配の予定は、経営陣の自信の表れ。資本効率と株主還元を重視する姿勢を鮮明
にしており、時価総額目標を掲げた市場との積極的な対話は株価にポジティブに作用しよう。
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	█出演者

株式会社 CAPITA 宮田 浩二様代表取締役 CEO
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	█中期経営ビジョン説明

中中期期経経営営ビビジジョョンン
MMiidd--TTeerrmm  MMaannaaggeemmeenntt  VViissiioonn

株株式式会会社社CCAAPPIITTAA

令令和和88年年55月月1144日日

■CAPITA　宮田様
株式会社CAPITAの中期経営ビジョンについてご説明します。本ビジョンは、当社が新たな壁を乗り越え、飛

躍的な成長を遂げるための青写真となるものです。

当社の社長に就任いたしました宮田浩二です。この新たな役割を担うことを　
大変光栄に思っております。

当社はこれまで、ガソリンスタンド事業や自転車販売事業、不動産賃貸業を　
通じて成長を続けてまいりました。しかし、時代の変化と共に、新たな挑戦の
機会が私たちの前に広がっています。

お陰様で昨年12月時点で、当面の課題であった東証スタンダードの基準を　　
満たす事が出来ました。

今後は、祖業である石油事業の効率化や不動産ポートフォリオの見直しに加え、
シニアビジネスへの参入や関西エリアへの拡大など新たな領域に果敢に　　
チャレンジし、次の目標である時価総額100億円を目指して参ります。

今後とも、皆様のご支援とご協力を賜りますよう、心よりお願い申し上げます。

2

CCEEOOメメッッセセーージジ

代代表表取取締締役役  CCEEOO    宮宮田田  浩浩二二

1986年4月 株式会社池田銀行（現㈱池田泉州銀行）入行 

2014年4月 同行 執行役員 企画部長 

2014年6月
株式会社池田泉州ホールディングス 取締役 

株式会社池田泉州銀行 取締役 企画部長 

2019年6月 同行 専務執行役員

2025年7月 株式会社CAPITA 顧問 

2026年1月 株式会社CAPITA 代表取締役CEO

CCEEOOメメッッセセーージジ

2026 年 1月に代表取締役CEOに就任いたしました宮田浩二です。私は長年、銀行にて企画や経営に携わっ

てきましたが、この度、当社の新たな成長ステージを牽引する重責を担うこととなりました。当社はこれまで

石油事業や不動産賃貸業を中心に成長してきましたが、現在は大きな転換点にあります。昨年、東証スタンダー

ド市場の基準をクリアした今、次なる目標として時価総額 100 億円の達成を掲げ、果敢にチャレンジしてま

いります。
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中中期期経経営営方方針針　　メメッッセセーージジ

我々は、長年培った石油・不動産事業による収益を基盤としつつ、次なる成長ステージ
へ向けて大胆な変革を実行します。目指すゴールは「売上高・時価総額100億円」の達成、
そして将来的な「プライム市場」への挑戦です。

成長の核となるのは、日本が直面する「高齢化」と「インフレ」という二つの大きな　
潮流を捉えた事業展開です。

不動産事業では、資産を「関東」から副首都構想、IR等成長が期待できる「関西」へ、
「オフィス・ファミリー向け」から「シニア向け」の開発に戦略的にシフトします。

同時に、シニア向けヘルスケア事業に本格参入します。大学発の技術を活用した　　　
「認知症早期発見アプリ」や「高機能アンチエイジング化粧品」を、提携する高齢者　
施設等で展開し、「不動産×シニア」による高収益モデルを確立します。

さらに、積極的なM&Aやファンド機能を活用し、後継者不足に悩む優良企業の｢事業承継
問題」の解決にも取り組みます。経営陣を維持したまま資本参加することで、地域の　
雇用を守りながら、各企業の生産性向上を通じグループ全体の成長を加速させます。

新新体体制制ののビビジジョョンン

ププラライイムム
市市場場挑挑戦戦

売売上上高高

110000億億円円
時時価価総総額額

110000億億円円

高高齢齢化化 イインンフフレレ

シシニニアア向向けけ
ヘヘルルススケケアア事事業業

MM&&AAやや
フファァンンドド機機能能

関関西西圏圏へへのの
施施設設開開発発

ググルルーーププのの取取りり組組みみ

目目指指すす
ゴゴーールル
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我々は、少子高齢化とインフレという 2つの巨大な社会潮流を最大の成長機会と捉えています。戦略の柱は 2

つあります。まず、資産の地域シフトと用途シフトです。関東中心から、副首都構想や IRで熱視線が注がれ

る関西へと拠点を移します。さらに、用途をオフィスから需要が急増するシニア向けへと大胆に転換します。

加えて、不動産にテクノロジーを掛け合わせる方針です。大学発の技術を用いた認知症早期発見アプリなどの

ヘルスケア事業に参入します。不動産とシニアを掛け合わせた独自の高収益モデルを確立します。また、社会

課題である事業承継問題の解決にも邁進する方針です。積極的なM&Aやファンド機能を活用し、経営陣を維

持したまま資本参加することで、地域の雇用と誇りを守り抜きます。

各企業の生産性を高め、グループ全体の成長を加速させることが、我々の描く未来の姿です。

4

中中期期経経営営方方針針  22002288年年33月月ままででのの経経営営方方針針

「「石石油油事事業業＋＋不不動動産産事事業業」」

にに加加ええてて

「「投投資資事事業業＋＋物物販販事事業業」」

新新たたなな収収益益モモデデルルのの確確立立

事事業業目目標標

財財務務目目標標

売売上上高高

110000
億億円円

時時価価総総額額

110000
億億円円

RROOEE

1177
%%

不不動動産産事事業業

今後の重要戦略エリアである関西圏へ資産
をシフト

関関西西圏圏へへのの本本格格進進出出

石石油油事事業業

周辺ビジネスにも注力し、弛まぬ収益性　
改善を目指す

安安定定収収益益事事業業をを目目指指すす

物物販販事事業業

成長市場のシニアビジネスを開拓。認知症　
検査アプリやアンチエイジング化粧品を展開

シシニニアアビビジジネネスス開開拓拓

投投資資事事業業

事業承継問題を解決しながらグループ拡大

CCAAPPIITTAA流流  PPEEフファァンン
ドド

  基基盤盤事事業業ののトトラランンススフフォォーーメメーーシショョンン 成成長長エエンンジジンンのの構構築築 目目指指すすゴゴーールル｜｜22002288年年33月月

中期経営方針において、これまでの柱であった石油事業と不動産事業の基盤をトランスフォーメーションし、

新たに投資事業と物販事業を成長エンジンとして加えます。

石油事業では周辺ビジネスへの注力により収益性を改善し、不動産事業では戦略エリアである関西圏への資産

シフトを加速させます。新事業については、シニアビジネスの開拓や独自のPEファンド展開により、新たな

収益モデルを確立する考えです。

これらの戦略により、2028 年 3月期には売上高 100億円、時価総額 100億円、ROE17％という高い財務目

標の達成を目指しています。企業価値の飛躍的な向上に邁進してまいる所存です。
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中中期期経経営営方方針針　　定定量量目目標標

22002288年年33月月ままででのの数数値値目目標標

売売上上  110000  億億円円 時時価価総総額額  110000  億億円円 RROOEE  1177%%
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こちらが具体的な数値目標となります。2028年 3月期に向け、既存事業のトランスフォーメーションとM&A

による非連続な成長を組み合わせ、売上高100億円、時価総額100億円、そして資本効率の指標であるROE

は 17％を掲げています。利益面では、CAPITA単体およびバイオ・サイト・キャピタルなどの子会社に加え、

今後の積極的なM&Aによる上積みを見込んでいます。株主還元に直結するEPSの向上も重視していく方針です。

基基本本方方針針

資資産産のの
組組みみ換換ええ

• 「「関関東東」」⇒「「関関西西」」：：副副首首都都構構想想ややイインンババウウンンドド需需要要でで成成長長がが見見込込めめるる
• 「「オオフフィィスス・・フファァミミリリーー」」⇒「「シシニニアア」」：：高高齢齢化化社社会会のの中中でで特特にに需需要要がが伸伸びびるる物物件件
ににシシフフトト

大大阪阪本本部部
のの開開設設

• ググルルーーププシシナナジジーーのの最最大大化化ととエエリリアア戦戦略略のの着着実実なな遂遂行行支支援援ののたためめ、、関関西西地地区区のの戦戦略略

的的拠拠点点ととししてて「「大大阪阪本本部部」」をを新新たたにに開開設設

• 関関西西方方面面ににおおいいててははここのの新新拠拠点点をを軸軸にに、、地地域域にに根根差差ししたた事事業業展展開開とと機機動動的的なな意意思思決決

定定をを行行いい、、ささららななるる業業績績のの拡拡大大をを目目指指すす

中中期期経経営営方方針針　　ググルルーーププ戦戦略略

6

関関西西圏圏へへののシシフフトト
今今後後のの重重要要戦戦略略エエリリアアででああるる関関西西圏圏へへのの本本格格的的なな進進出出をを行行うう

ググルルーーププ戦戦略略 事事業業戦戦略略

当当社社のの強強固固なな財財務務基基盤盤とと機機動動的的なな資資金金調調達達（（借借入入金金等等））をを最最大大限限にに

活活用用しし、、関関西西圏圏へへのの本本格格的的なな進進出出をを優優先先事事項項ととししてて進進めめるる

東東京京

関関西西圏圏（（大大阪阪））

東東京京かからら関関西西圏圏ににシシフフトト

今後の事業拡大に向けた最重点施策として、関西圏への本格進出を宣言します。実行力を担保するための拠点

として大阪本部を新設し、地域特性に即したスピード感のある経営判断を実現します。関西エリアは、拡大を

続けるインバウンド市場の恩恵のみならず、副首都構想や IR事業を背景とした大規模な都市再開発が進行し

ており、極めて高いポテンシャルを秘めています。こうした市場環境に対し、当社が培ってきた健全な財務体

質と機動的な資金調達力を投入します。大規模案件への参画や戦略的な資本提携など、攻めの投資を展開して

いく考えです。地域経済の発展に寄与するとともに、当社の新たな収益柱としての地位を確立していきます。
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基基本本方方針針

投投資資基基準準
投投資資枠枠ととししててままずずはは11..55億億円円をを設設定定
将将来来はは1100億億円円へへ

　　事事業業上上ののシシナナジジーーをを見見込込めめるる企企業業（（不不動動産産収収入入＋＋物物販販））

　　後後継継者者不不足足にに悩悩むむ優優良良企企業業ややPPBBRRがが低低いい割割安安企企業業（（CCAAPPIITTAA流流PPEEフファァンンドド））

ババイイアアウウトト
方方針針

会会社社をを買買収収ししてて被被買買収収者者のの保保有有株株式式のの現現金金化化ニニーーズズにに応応ええつつつつ、、社社長長やや従従業業員員のの雇雇用用はは継継続続すするるここととでで
MM&&AAのの失失敗敗（（PPMMIIのの失失敗敗））をを防防ぐぐ

中中期期経経営営方方針針　　ググルルーーププ戦戦略略

7

積積極極的的ななMM&&AAのの推推進進
自自社社のの人人材材不不足足をを補補いい、、時時間間をを買買っってて成成長長すすべべくく、、

積積極極的的ななMM&&AAやや投投資資フファァンンドドのの設設立立をを行行うう

ググルルーーププ戦戦略略 事事業業戦戦略略

非非連連続続なな成成長長にによよるる

「「成成長長ススピピーードドのの加加速速」」

｢｢シシナナジジーー効効果果｣｣  にによよるる

資資本本効効率率のの極極大大化化

｢｢事事業業ポポーートトフフォォリリオオ

のの最最適適化化」」にによよるる

動動的的なな資資本本再再配配分分

経経営営資資源源のの分分散散とと

｢｢リリススクク分分散散｣｣  にによよるる

資資本本ココスストトのの低低減減

当社は、既存事業の延長線上にはない非連続な成長を加速度的に実現するため、戦略的なM&Aを推進します。

その対象は、既存事業との直接的なシナジーが見込まれる企業にとどまりません。独自の技術や顧客基盤を持

ちながらも後継者不在の課題を抱える優良企業、あるいは市場で過小評価されている割安企業に対しても、幅

広く門戸を広げていく方針です。

買収手法においては、現経営陣や従業員の雇用、処遇を最大限に尊重しつつ資本参加する、独自のCAPITA流

PEファンドモデルを徹底します。統合プロセスにおいて、現場の反発や人材流出といったM&Aの典型的な失

敗を未然に防ぎます。これによりグループ全体のレジリエンスを高め、持続可能な規模拡大を追求していく考

えです。

MM&&AA
経経営営統統合合をを
進進めめるる上上ででのの

方方針針

CCAAPPIITTAAのの
役役割割

8

中中期期経経営営方方針針　　ググルルーーププ戦戦略略　　

MM&&AA戦戦略略部部のの基基本本戦戦略略

ググルルーーププ戦戦略略 事事業業戦戦略略

経経営営のの

自自主主性性尊尊重重

役役職職員員のの待待遇遇はは

基基本本的的にに維維持持

MM＆＆AA

経経営営統統合合後後のの

売売却却はは原原則則ななしし

社社名名変変更更ななしし

長長期期的的かかつつ

安安定定的的なな

利利益益貢貢献献をを期期待待
（短期的かつ過度な

成長は求めない）

従従業業員員

満満足足度度のの向向上上

石石油油事事業業会会社社 不不動動産産事事業業会会社社

飲飲食食事事業業会会社社 そそのの他他新新事事業業会会社社

会会計計・・税税務務 法法務務 IIRR

内内部部統統制制 IITT 海海外外ビビジジネネスス

信信用用力力
支支
援援

CAPITA流の PEファンド運営において、その根幹をなすのは、対象企業の自主性を最大限に尊重するという

姿勢です。私たちは買収後も従来の社名を維持し、将来的な売却を前提としない永続的なグループ化を基本戦

略としています。この方針により、役職員の待遇維持はもちろん、長年培われた企業文化を損なうことなく承

継することが可能です。結果として、M&Aにおいて最大の懸念点となる買収後統合の摩擦を最小限に抑えます。

子会社が各々の事業活動に専念できる環境を整える一方で、グループ本部が ITやDXといった専門領域におけ

る高度なプラットフォームを提供し、経営基盤を強力にバックアップします。現場の機動力と本部の専門性を

融合させることで、持続的な企業価値の向上を実現する考えです。
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採採算算確確保保ままたたはは売売却却検検討討

RROOAA1100％％

  CAPITAとしてのシナジーを最大に活用

    MIRUDAKEの販売網として、直営SS店舗をはじめ

　　事業部全体で収益性を確保。

安安定定的的なな家家賃賃収収入入＋＋キキャャピピタタルルゲゲイインン

銀銀行行借借入入可可能能なな物物件件ののみみ

 東京：老朽化ビル売却・低収益物件整理

 大阪：投資利回り10％以上のCFが期待できる物件

シニア施設・飲食ビル等（銀行融資対象物件に限

定）

資資金金調調達達力力強強化化・・投投資資

資資本本業業務務提提携携先先のの推推進進

 財務部門強化と取引銀行見直し

 M&A戦略部設置後、投資枠1.5億円設定

 バイオサイト投資先の推進、その他、資本/業務提携推

進

 IR戦略室設置後、配当政策見直し（累進配当導入）

提提携携・・出出資資・・MM&&AA先先のの増増加加

 アンチエイジングサービス（理美容・医療クリニック、バ

イオベンチャー企業、健康食品メーカー、高齢者施設運営会社

等）

 入居者向け物販展開

 海外展開企業  ●  株主優待商品の販売

不不
動動
産産
事事
業業

物物
販販
事事
業業

投投
資資
事事
業業

石石
油油
事事
業業

各事業の戦略について説明します。まず、石油事業においては、CAPITAとしてのシナジーを最大限に活用し、

収益性の改善を図ります。不動産事業では、関西圏のシニア向け物件への特化を推進します。

投資事業は、財務基盤の強化とともに、グループのバイオ・サイト・キャピタル社と連携し、M&Aを積極的

に実施していきます。また、新規事業である物販では、アンチエイジング化粧品や認知症測定アプリを展開し

ます。グループ保有のシニア施設と連携することで、独自の経済圏構築を目指す方針です。

中中期期経経営営方方針針　　注注力力事事業業（（不不動動産産事事業業、、新新規規事事業業））

10

定定量量目目標標

資資産産のの
組組みみ換換ええ

東東京京のの不不動動産産をを売売却却しし、、大大阪阪のの不不動動産産をを購購入入
• 現在保有の収益不動産の中で、老朽化物件の売却及び入替
• その他の物件もリースバックや売却を検討

「「オオフフィィスス・・フファァミミリリーー向向けけ物物件件」」⇒「「シシニニアア向向けけ物物件件」」
• シニア人口は今後も増加が見込まれる

付付加加価価値値型型施施設設へへのの転転換換（（「「MMIIRRUUDDAAKKEE」」導導入入））
• 単なる賃貸ではなく、ヘルスケア事業を組み込んだ付加価値の高い施設を関西で展開

保保有有不不動動産産簿簿価価5500億億円円程程度度

不不動動産産事事業業
イインンフフレレをを一一つつのの成成長長領領域域とと捉捉ええ、、不不動動産産ポポーートトフフォォリリオオをを大大胆胆にに見見直直すす。。

低低採採算算資資産産をを売売却却すするるここととでで潤潤沢沢なな成成長長資資金金をを創創出出しし、、

ここれれをを高高採採算算なな優優良良資資産産へへのの積積極極的的ななポポーートトフフォォリリオオ  組組みみ替替ええにに投投入入

ググルルーーププ戦戦略略 事事業業戦戦略略

※MIRUDAKE導入など

不不動動産産×× シシニニアアでで目目指指すす成成長長ササイイククルル

成成長長
ササイイククルル

キキャャピピタタルル
ゲゲイインン獲獲得得

物物件件
価価値値向向上上

物物件件
購購入入

ババリリュューー
アアッッププ
施施策策※※

当社は、インフレを成長の基調と捉え、不動産ポートフォリオの抜本的な再構築を推進しています。中核戦略は、

東京から成長性の高い大阪エリアへの資産の組み換えです。今後さらなる需要が見込まれるシニア向け物件へ

の重点投資に向け、その原資確保策として、東京地域で保有する老朽化物件の売却を推進しています。将来の

修繕コスト増大リスクを回避しつつ、売却資金を有効活用するため、今後も積極的に売却を進めていく方針です。

投資先である株式会社アイ・ブレインサイエンスが開発したヘルスケアシステム「MIRUDAKE」を導入した

高付加価値施設を各地で展開し、他社との差別化を図ります。物件取得、バリューアップ、収益化のサイクル

を確立し、保有不動産簿価50億円規模の達成と強固な収益基盤の構築を目指します。
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目目指指すす姿姿

狙狙いい
• 健健康康関関連連、、医医療療・・美美容容関関係係ののビビジジネネススをを通通ししてて、、生生涯涯現現役役（（CCaarreeeerr  LLoonnggeevviittyy））をを実実現現

• 当当社社がが保保有有すするる高高齢齢者者施施設設へへのの導導入入をを進進めめるるここととでで、、ググルルーーププシシナナジジーーをを発発揮揮すするる

方方向向性性

• 「「MMIIRRUUDDAAKKEE」」をを活活用用しし、、早早期期にに認認知知症症をを発発見見

• 理理美美容容、、医医療療ククリリニニッックク、、ババイイオオベベンンチチャャーー、、健健康康食食品品メメーーカカーー、、高高齢齢者者施施設設運運営営会会社社等等のの展展開開をを想想定定しし、、
提提携携・・出出資資・・MM&&AA先先をを増増加加

• 高高齢齢者者施施設設入入居居者者向向けけのの物物販販展展開開ななどどののシシナナジジーー効効果果

CCAARREEEERR  LLOONNGGEEVVIITTYYササポポーートト企企業業

物物販販事事業業
成成長長領領域域ででああるるシシニニアアビビジジネネススををアアンンチチエエイイジジンンググ関関連連化化粧粧品品、、健健康康食食品品をを展展開開

ググルルーーププ戦戦略略 事事業業戦戦略略

新規事業である物販事業については、健康、医療、美容ビジネスを通じた生涯現役の実現を掲げています。販

売代理店契約を行った「MIRUDAKE」を活用した認知症早期発見サービスを高齢者施設へ導入し、グループ

シナジーを発揮します。

さらに、理美容、医療クリニック、バイオベンチャー、健康食品メーカー等との提携、出資、M&Aを加速させます。

アンチエイジング関連の化粧品や健康食品といったシニア向け物販を多角的に展開することで、入居者への販

売を含めた包括的な成長サイクルを構築し、収益の最大化を目指します。

中中期期経経営営方方針針　　財財務務戦戦略略おおよよびび株株主主還還元元

12

財財
務務
戦戦
略略
おお
よよ
びび
株株
主主
還還
元元

株株主主還還元元

• 現現在在のの配配当当性性向向4400%%かからら、、中中長長期期的的にに累累進進配配当当（（※※））にに変変更更
※1株当たり配当金の前期実績に対して、配当維持又は増配を行うもの

• 前前期期配配当当1166円円、、今今期期配配当当予予想想2200円円

• 株株主主優優待待ののささららななるる充充実実もも検検討討

自自己己資資本本比比率率 • 4400%%をを目目安安にに3300%%～～5500%%程程度度をを目目指指すす

そそのの他他 • ススムムーーズズななPPMMIIをを実実現現すするるたためめ「「純純粋粋持持株株会会社社」」へへ移移行行をを目目指指すす

財務戦略および株主還元については、現在の配当性向40％から、前期実績を維持または増配する累進配当への

変更を中長期的な方針として掲げました。前期の1株当たり16円から今期は20円への増配を予定するととも

に、株主優待のさらなる充実も検討することで、株主還元の強化を図ります。

並行して、自己資本比率を40％目安に維持しつつ、今後の積極的なM&Aや提携に伴う事業拡大に際して、迅

速かつスムーズなPMIを実現します。組織運営を最適化させるため、純粋持株会社体制への移行を目指すこと

で、持続的な企業価値の向上を追求していく考えです。

以上をもちまして、株式会社CAPITAの中期経営ビジョンのご説明を終了します。最後までご視聴いただき、

誠にありがとうございました。
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